
耐震改修が行われた耐震診断義務付け対象建築物に係る特例措置の延長（固定資産税）

建築物の耐震改修を促進し、地震発生時の人的・物的被害の軽減を図るため、耐震改修が行われた耐震診断義務付け対象建
築物に係る税額の減額措置を３年間延長する。

特例措置の内容

結 果

現行の措置を３年間（平成29年４月１日～平成32年３月31日）延長する。

【固定資産税】
耐震診断義務付け対象建築物で耐震診断結果が報告されたもののうち、政府の補助を受けて耐震改修工事を完了したもの
について、工事完了の翌年度から２年間、税額を1/2減額（改修工事費の2.5％を限度）。

施策の背景

要望の結果

○ 南海トラフ地震や首都直下地震等大規模な地震が発生し甚大な人的・物的被害が生じるおそれが
あるなど、既存建築物の耐震化は喫緊の課題。

○ 一方で、耐震改修には多額の費用負担を要するところ、予算措置に加え、耐震改修を早期に実施
するインセンティブを与えることが必要。

地震により倒壊した大規模建築物

倒壊し避難路を塞いだ建築物

○ 平成25年に改正された耐震改修促進法により、不特定多数の者が利用する大規模建築物等（※下
表）の所有者に対し、耐震診断の実施・結果の報告を義務付け。

耐震診断義務付け対象建築物 耐震診断結果の報告期限

要緊急安全確認
大規模建築物

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老
人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの等

平成27年末まで

要安全確認計画
記載建築物

地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物 地方公共団体が指定する
期限まで都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

○ 平成27年末以降、これらの建築物の耐震診断結果の報告期限が到来し、今後も、報告のあった建
築物の耐震改修工事が多く行われることが見込まれる。


